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序　　　　　文

本報告書は 1999年 12月８日～ 12月 22日までホンデュラス、アルゼンティン両共和国に派遣し

た、中南米産業公害防止環境保全技術調査員の調査結果を取りまとめたものです。

近年、環境問題は先進国のみならず、開発途上国においても年々深刻化しています。1992年ブ

ラジルで開催された国連環境開発会議（リオ地球サミット）においても、開発途上国における環境

問題については開発途上国が独自に対策を講ずるのみならず、先進諸国と開発途上国が協力して

対策を講じていくことの緊急性が確認されました。

このような背景から『積極型環境保全協力』は開発途上国における地球環境保全に対する一層の

貢献を図るとの観点に立って、途上国の事情に沿った産業公害防止対策技術の移転を目的とし、

日本側から効果的なプロジェクトを積極的に提案して、迅速な実施を行うため1993年度から導入

したプロジェクト方式技術協力の協力形態です。

現在、ホンデュラスでは、鉱業は外貨獲得源として重要な輸出産業ですが、鉱山の多くが小規

模鉱山であり、環境保全・鉱害防止の取り組みが十分になされていないため、住民への健康被害

が懸念されています。このため、中小鉱山の経営改善、振興とともに、環境に配慮した選鉱技術

の改善等についての取り組みが急務となっています。

一方、アルゼンティンでは、有害廃棄物への取り組みに立ち遅れ、法制度の整備や行政分野を

サポートする技術機関の機能強化が課題となっており、特に国立研究機関において民間企業に対

する技術指導やコンサルティングサービスの能力の向上を図るための取り組みが急務となってい

ます。

今回、ホンデュラス、アルゼンティン両国におけるこうした事態に早急かつ迅速な対策を図る

ために、我が国の積極型環境保全協力のスキームで技術協力を実施することとし、環境保全技術

調査員を派遣して案件実施の可能性について調査しました。

ここに本調査員の派遣に関し、ご協力いただいた日本、ホンデュラス、アルゼンティン各国の

関係各位に対し深甚の謝意を表し、あわせて今後のご支援をお願いします。

2000年１月

国際協力事業団
鉱工業開発協力部

部長 林 典 伸
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１．環境保全技術調査員の派遣

１－１　調査員派遣の目的・背景・経緯等

「積極型環境保全協力」は、開発途上国における地球環境保全に対する貢献を図るとの観点から、

途上国の事情に沿った産業鉱害防止対策技術の移転を目的として、日本側から効果的なプロジェ

クトを積極的に提案し、迅速な実施を行うためのプロジェクト方式技術協力の協力形態である。

ホンデュラス共和国では、鉱業は外貨獲得源として重要な産業であるが、環境保全・鉱害防止

の取り組みが十分になされていないため、住民への健康被害が懸念されている。このため中小鉱

山の経営改善、振興とともに、環境に配慮した選鉱技術の改善についての取り組みが急務となっ

ている。

アルゼンティン共和国では、有害廃棄物への取り組みに立ち遅れ、法制度の整備や行政分野を

サポートする技術機関の機能強化が課題となっており、特に国立研究機関のおいて民間企業に対

する技術指導やコンサルティングサービスの能力の向上を図るための取り組みが急務となってい

る。

ホンデュラス、アルゼンティン両国におけるこうした事態に早急かつ迅速な対策を図るために

は、我が方の積極型環境保全協力のスキームにて技術協力を実施することとし、今般、帰国後に

案件採択の可否を検討する資料とするため、環境保全技術調査員を派遣して、ホンデュラス、ア

ルゼンティン両国関係者と面会し、両国の現状について聴取し、情報収集を行った。

１－２　調査員の構成

氏　名 担当分野 現　　職

磯貝　季典 団長・総括 ＪＩＣＡ　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第二課　課長代理

大村　倫久 技術協力政策 外務省　経済協力局　技術協力課　外務事務官

鈴木　洋介 技術移転計画 金属鉱業事業団　技術研究所　次長

吉田　　徹 プロジェクト協力企画 ＪＩＣＡ　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第二課　職員



- 2 -

１
－
３
　
調
査
日
程

日順 月　日
日　　程

宿泊地
団　　長 団　　員

１ 12月８日（水） 移動 JL006（成田発→New York JFK着） New York

２ ９日（木） 移動 AA953（New York LGA発→（Miami経由）→Tegucigalpa着）　ＪＩＣＡ事務所打合せ Tegucigalpa

３ 10日（金） 日本大使館表敬、国際協力庁（ＳＥＴＣＯ）表敬、鉱山振興局（ＤＥＦＯＭＩＮ）協議 Tegcigalpa

４ 11日（土） El Corpus地域３鉱山及びサイト候補地視察
（技術協力政策）

Tegcigalpa
移動 JL006（成田発→New York JFK着

５ 12日（日） 団内打合せ 移動 AA953（New York LGA発→Tegucigalpa着） Tegcigalpa

６ 13日（月） 鉱山振興局（ＤＥＦＯＭＩＮ）協議、鉱業協会（ＡＮＡＭＩＭＨ）協議、ＤＥＦＯＭＩＮ視察 Tegcigalpa

７ 14日（火）
日本大使館報告、ＪＩＣＡ事務所報告

（機中泊）
移動 AA954（Tegucigalpa発→Miami着）、UA985（Miami発→）

移動 （→Buenos Aires着）
（鉱山公害）

８ 15日（水）
国立水・環境研究所（ＩＮＡ）訪問

移動 AA533（Miami発→Dallas着） Buenos Aires
ＪＩＣＡ事務所打合せ

移動 JL045（Dallas発→）
外務省二国間協力部表敬　省エネセンター視察

マタンサ・リアチュエロ河流域汚染現場視察

９ 16日（木） インフラ・住宅省水源副庁表敬 （鉱山公害）移動（→成田 17:40着） Buenos Aires

国立水・環境研究所（ＩＮＡ）協議

国立水・環境研究所（ＩＮＡ）協議 （プロジェクト協力企画）

10 17日（金） 日本大使館報告、ＪＩＣＡ事務所報告 移動 AR2722 （機中泊）

移動 CP101（Buenos Aires発→Sao Paolo着） （Buenos Aires発→San Juan着）

11 18日（土） 移動 JL047（Sao Paolo発→（New York経由）） 鉱山鉱害防止対策研究センター視察 （機中泊）

12 19日（日） 移動 JL047（→成田着） 移動 AR1815（Mendoza発→Buenos Aires着） Buenos Aires

13 20日（月）
園芸総合試験場視察（予）

（機中泊）
移動 CP101（Buenos Aires発→Sao Paolo着）

14 21日（火） 移動 JL047（Sao Paolo発→（New York経由）） （機中泊）

15 22日（水） 移動 JL047（→成田着） －
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１－４　主要面談者

〈ホンデュラス側〉

（1）国際協力庁 Secretaria Tecnica y de Cooperacion Internacional（ＳＥＴＣＯ）

Sra. Guadalupe Hung Pacheco 次官（Secretaria Adjunta）

（2）鉱山振興局 Direccion Ejecutiva de Fomento a la Mineria（ＤＥＦＯＭＩＮ）

Sr. Amilcar V. Zuniga A 局長（Director）

Ing. Raul Felipe Calix 技術顧問（Asesor Tecnico）

Sr. Leonel Clavos 経理部長（Director Financiero）

Lic. Mirna Celeste Hall 事務局長（Secretaria General）

Sr. Jose Aguero 法務部長（Director Legal）

Sr. Cesar Rodoriguez 環境技術アシスタント（Asistetnte Tecnico Ambiental）

（3）鉱業協会 Associacion Nacional de mineria Metalica（ＡＮＡＭＩＭＨ）

Ing. Freddy Matute 顧問（Asesor）

Lic. Miriam Bueso 事務局長（Gerente General）

〈日本側〉

（1）在ホンデュラス日本国大使館

伊藤昌輝 特命全権大使

山内隆弘 書記官

（2）ＪＩＣＡホンデュラス事務所

野口優秀雄 所長

安藤孝之 次長

丹原一広 所員

（3）ＪＩＣＡ鉱害防止技術・環境保全研究協力

浅利金三 専門家（鉱害防止技術・環境保全）

三上健治 専門家（化学分析）
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〈アルゼンティン側〉

（1）外務省 Ministerio de Relaciones Exteriores, Comercio Internacional y Culto

Sra. Adriana Lanutigh 二国間協力部長（Directora de Cooperacion Bilateral）

Sta. Andrea de Fornasari 二国間協力部日本担当

（2）インフラ・住宅省水資源副庁

Ing. Victor Pochat 次官（Sub Secretario）

（3）国立水・環境研究所 Instituto Nacional del Agua y del Ambiente（ＩＮＡ）

Sr. Volpi Luis 総裁（Presidente）

Ing. Dr. Raul A. Lopardo 本部長（Gerente）

・水及び環境利用技術センター（ＣＴＵＡＡ）

Ing. Carlos Gomez 所長

・処理技術部

Ing. Jorge Duran 部長（Jefe del Programa de Tecnologia de Tratamiento）

Ing. Ricardo Roizen

Ing. Luis E. Higa

・有害廃棄物管理に関する研修・技術移転南米センター

Dr. Hector M. Poggi-Varaldo マネージャー

（4）マタンサ・リアチュエロ河流域管理・環境マネジメント計画実施委員会

Ing. Alvaro Sanchez Granel 環境と技術指導アドバイザー

〈日本側〉

（1）在アルゼンティン日本国大使館

渡部和男 公使

本多隆 参事官

（2）ＪＩＣＡアルゼンティン事務所

大澤尚正 所長

野末雅彦 次長

寺沢英治 次長

山本 Juan Carlos 所員
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２．調査結果（ホンデュラス）

２－１　ホンデュラス中小鉱山選鉱技術改善（仮称）調査項目、対処方針と調査結果

調査項目 対処方針 調査結果

１ プロジェクトの背景
（1）国家計画等におけ

る対象セクターの
位置づけ

（2）セクターの現状と
課題

1） 現状

2） 課題

3） プロジェクト実
施後の想定され
る状況

関係機関から左記につい
ての最新の情報を聴取し、資
料を入手する。

同上

鉱山における環境汚染の
実態を視察し、現状を把握
し、セクターの抱える問題点
を調査する。

帰国後検討するための情
報収集をする。

国際協力庁（ＳＥＴＣＯ）において最大かつほぼ唯一の協力国で
ある日本に対し、これまでの鉱業セクターへの協力に対する感謝
と、引き続き日本の協力を求める旨発言があった。鉱業セクター
はあらゆる意味で必要性が高く、協力重点分野としてプライオリ
ティーは高いとのことであった。

鉱業はホンデュラスにとって歴史的な産業である。現在同国は世
界的な鉱山国とは位置づけられないが、スペイン植民地時代の金
鉱業及び中米一の鉛亜鉛鉱山であるEl Mochito鉱山を有し、鉱業
生産はＧＤＰの約２％を占める。鉱物輸出は全輸出の4.5％を占め、
鉱産物価格の高いときは６％を超えることもあった。
同国には、鉱床、鉱兆地が168か所報告され、うち金属鉱山は138、
非金属が30となっている。金属鉱山のうち稼働している鉱山は24か
所である。鉱種（1997年産出量）は金（150kg）、銀（35トン）、鉛
（2,100トン）、亜鉛（２万5,500トン）、アンチモニー（300トン）、及
び鉄、非金属では大理石、石膏、ベントナイトとなっている。
同国における大規模鉱山はほとんどがカナダのジュニアカンパ
ニーの投資によるもので、主要な探鉱開発プロジェクトはカナダ
企業によるものである。一方、鉱山のほとんどは小規模鉱山であ
る。
鉱業行政については1999年２月の鉱山法改正により鉱山石油総局
が発展解消し鉱山振興局（ＤＥＦＯＭＩＮ）が発足した。鉱業セク
ターを同国の重点輸出産業として積極的に振興政策を行う予定で
ある。

同国における鉱山の多くが小規模鉱山であり、投資資金不足や生
産技術、環境保全の面で遅れている。特に金鉱山で使用されてい
るシアン、水銀は毒物であり、その管理、環境への漏えいについ
ては十分な注意が必要であるにもかかわらず、小規模鉱山につい
ては鉱業従事者の把握、環境モニタリングの実施等の鉱業政策実
施体制が十分整備されていないため、ＪＩＣＡの研究協力が実施
されている。環境保全管理の法律は多くあるが適切に運用されて
いない状況にある。また中小鉱山においては技術力の不足により、
環境政策の必要性が認識されているにもかかわらず対応がなされ
ておらず、鉱山周辺住民からは鉱山振興による更なる環境悪化を
懸念する苦情が出ている。また周辺住民への健康被害も発生して
いる。（ＤＥＦＯＭＩＮ）
ＤＥＦＯＭＩＮでは環境モニタリングの技術が研究協力により整
備中であるが、現時点でシアン、水銀の使用状況については把握
していない。これまでの大きな環境への被害が報告されている例
は、El Mochito鉱山の重金属を含んだ廃液が国立公園のYoja湖に
流れ込み水質汚染を引き起こしている例がある。

帰国後検討する。
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調査項目 対処方針 調査結果

2 プロジェクトの内容
（1）プロジェクトの名

称

（2）関係機関

（3）実施機関

（4）ターゲットグルー
プ

（5）ターゲットエリア

（6）上位目標

（7）プロジェクト目標

（8）技術移転項目

（9）成果

（10）活動

（11）プロジェクト実施
機関

帰国後検討する。

候補機関を訪問し、組織、
人員、予算、活動状況、産業
界に対する権限と役割につ
いて調査する。また本プロ
ジェクトに対する期待、位置
づけを調査する。プロジェク
ト方式技術協力のスキーム
について説明する。

同上

問題点を把握し、帰国後
ターゲットグループを想定
する。

問題点を把握し、帰国後
ターゲットエリアを想定す
る。

帰国後検討する。

同上

同上

同上

同上

同上

帰国後検討する。

国際協力庁（ＳＥＴＣＯ）においてプロジェクト方式技術協力実
施に対するサポートは積極的に行い、またプロジェクトの内容の
実施促進を約束する旨回答があった。
鉱業協会（ＡＮＡＭＩＭＨ）は大規模鉱山会社17社によって運営
されている業界団体である。同協会は、鉱業業界の権利擁護・拡
大促進とともにセミナー開催、環境問題への取り組み等も積極的
に行っている。ＤＥＦＯＭＩＮにおける技術者不足については、プ
ロジェクト実施の際にＡＮＡＭＩＭＨ技術者の提供が可能であり、
ＪＩＣＡの協力を得て中小鉱山業者の環境保全に取り組みたいと
のことであった。

同国の鉱山法は1960年以降改正されていなかったが、1999年２月
の改正により天然資源省所管のもと鉱山振興局が新たに発足した。
同局は1）鉱業権の認可、2）鉱山の監督、3）技術指導、4）外資導入
促進等を業務内容とし、輸出産業としての鉱業振興を行っていく
予定である。同局設立により、鉱業に関するあらゆる許認可権が
同局に委託され、独自の交付金、収益を有することにより効率的
な鉱業行政を行うことが可能としている。同局の職員数は53名、う
ち技術者は45％（約24名）である。同局の2000年（暦年）予算は700万
レンピーラ（約5,600万円）であり、64％が政府交付金、残りが自己
収益である。また支出では80％強が人件費となっている。調査時
点で大統領に提出する鉱業法の細則の完成が最終段階であり、2000
年１～２月ごろ承認される見通しとのことである。また同局は特
に中小鉱山を対象としている。
鉱山振興局からは中小鉱山振興とそれに伴う環境保全の取り組み
をプラントによるプロジェクトで実施したい旨説明があった。下
記ターゲットエリアの鉱山会社関係者からはプロジェクトについ
て（米国に売却される予定のClavo Rico鉱山以外は）好意的な反応
があるとのことである。

ホンデュラス側よりターゲットグループを1）歴史的な鉱山であ
る、2）中小鉱山が集中している、3）各鉱山のレベルが均一である、
の３点の理由によりEl Corpus地域（首都より車で３時間）の５鉱山
としたい旨発言があった。

問題点を把握し、帰国後ターゲットエリアを想定する。

帰国後検討する。

同上

同上

同上

同上

同上
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調査項目 対処方針 調査結果

（12）プロジェクトサイ
ト

（13）投入

３ プロジェクトの実施
体制

（1）プロジェクト実施
機関

（2）プロジェクト実施
体制

４ その他
（1）過去の類似案件

（2）他の協力とのかか
わり

（3）グローバル・イ
シュー

（4）Ｒ／Ｄの説明

（5）次の調査団の派遣
時期

（6）使用言語

（7）専門家の生活環境

プロジェクトサイトを視
察する。

帰国後検討する。

組織、人員、予算、活動状
況、産業界に対する権限と役
割について聴取、情報を収集
する。

本プロジェクトに対する
期待、位置づけを調査する。
ローカルコスト負担能力の
程度を調査する。

派遣中専門家（浅利金三専
門家）から情報を入手する。

援助窓口機関にて調査す
る。

次回調査員にて説明する。

派遣決定通知時期を通知
する。

言語を確認する。

派遣中専門家から情報を
入手する。

El Corpus地域のClavo Rico、Guajiniquil、Baldoquinの３鉱山
及びサイト候補地を視察した。

帰国後検討する。

資料入手。

プロジェクト実施体制は予算、人員配置、技術力のすべての面に
おいて脆弱であり、プロジェクト方式技術協力実施の際にはその
妥当性を検討する必要がある。

ホンデュラス鉱害防止技術・環境保全研究協力（実施中）
コロンビア中小零細鉱山技術改善（実施中プロ技）

鉱業セクターにおいて日本はトップドナーかつほぼ唯一のドナー
である。

貧困対策。

次回調査員にて説明する。

2000年２月までに通知する旨説明した。

スペイン語のみ。

派遣中専門家から情報を入手。
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２－２　技術移転計画団員所見

（1）ホンデュラス中小鉱山選鉱技術改善

本件協力については、今般調査により、鉱害防止の観点から環境保全に係るのみならず、鉱

業促進の観点より産業振興にも資するものであるところ、現地での協力ニーズが非常に高い

ものである旨判明した。他方、鉱山振興局においては、現在、我が方研究協力が実施されて

いるところ、組織体制整備を進めるうえでも、我が方支援を継続していくことは非常に効果

的である。

しかしながら、鉱山振興局においては、技術面（選鉱分野のＣ／Ｐ配置）、財政面（ローカ

ルコスト負担）等今後克服すべき課題あるところ、プロジェクト・アイデアどおりの協力を実

施することは、現段階においては時期尚早である。

ついては、まず、鉱山振興局の体制整備・運営管理に係る支援を行い、その結果を踏まえ、

プロ技実施の妥当性を含め今後の協力のあり方につき検討すべきである。

なお、外務省海外危険情報は発令されていないものの、万全を期するため、技術協力要員

を派遣する際、現地ＪＩＣＡ事務所等において、専門家に十分な安全対策に係るブリーフィ

ングを実施することは安全確保上効果的である。

２－３　団長所感（ホンデュラス）

調査団は、ホンデュラスが実施機関である鉱山振興局を１日半、零細鉱山の視察を１日と短期

間であったが効率的に調査を実施した。特に今回の調査においては、現在、同局で活動中の研究

協力専門家２名（浅利専門家、三上専門家）の協力によるところが大であった。

ホンデュラスにおける鉱業の位置づけは、1990年以降、それまでの農業分野一辺倒の産業政策

から国家近代化の流れの中で産業の新たな柱として注目されている。これにより 1999年２月に鉱

業法が改正されるとともに鉱山振興局が新たに発足するに至った。現在、鉱業生産は、ＧＤＰの

約２％を占めているが今後鉱山開発が進めば 10％前後になることが予想されている。

今回の調査においては、新たに組織された鉱山振興局としても、鉱業分野での環境保全対策の

重要性がますます必要になるとの認識を有していることが確認された。しかし、現状は中小零細

鉱山では環境対策がまったくなされていない状況にあり、今後、鉱業生産が伸びていくと鉱害が

顕在化する危険性が十分に認められる。一方で、同局には、鉱業生産プロセスにかかる技術者が

皆無であり、中小零細鉱山への環境対策に係る技術指導、啓蒙活動ができない状態にある。さら

に鉱山の環境政策をどのように進めていくべきかわからない状況にある。このためホンデュラス

側は、研究協力に引き続き日本の協力を強く求めている。さらに鉱山振興局は、新しい組織であ

り、環境行政を含めその業務の指針が今だ定まっていないため早急なてこ入れが望まれる状況に

ある。
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以上のことから鉱業分野での環境対策協力は、積極型環境保全協力の趣旨（日本側からの積極的

な提案、迅速な実施）に合致しており、協力の必要性が確認された。

しかしながら、鉱山振興局は、新たに組織がつくりなおされたばかりであり、日本の協力が必

要とされるだけに、同局のプロジェクト実施能力については、不安要素が多々あることは否めな

い。特に予算の確保が多く期待できないこと、カウンターパート（Ｃ／Ｐ）の配置人数とその定着

に不安があることなどである。このことはプロジェクト実施期間中だけでなくプロジェクト終了

後の自立発展性についても危惧されることを意味している。このことから今後さらにホンデュラ

スの鉱業分野での協力を1999年度積極型環境保全協力案件として検討を進める場合には、次のこ

とに留意と検討が必要と考える。

（1）中小零細鉱山が直接裨益し、プロジェクト実施期間中に成果が発現すること。

（2）Ｃ／Ｐの範囲を鉱山振興局にとどめるのでなく、鉱業協会、民間コンサルタント等まで含

めること。

（3）運転費用が大きくなるような機材供与が伴わないこと。

２－４　環境保全型中小・零細鉱業活性化プロジェクトの背景・目的

ホンデュラスの鉱業はＧＤＰの２％をしめる産業であるが、近年、金の算出が増大してきてお

り、今後ＧＤＰの 10％を占める主要産業へ発展する状況にある。しかし、多くの鉱山は地元資本

による中小・零細鉱山で効率が悪いばかりでなく、金の回収に有害な水銀、シアンを使った方法

を行うなどしていることから、環境への影響が懸念されている。

一方、鉱業を担当する行政部門である鉱業振興局（ＤＥＦＯＭＩＮ）は、1999年２月に発足が新

鉱業法で定められ、10月には人員を強化するなど、まさに揺藍期にあり、組織、業務の面で整備

を要する状況にある。

本プロジェクトは中小・零細鉱山の金回収率の向上及び経営の安定化をはかることにより、ホ

ンデュラス鉱業の発展を促すとともに、有害な水銀、シアンの使用量の減少を図り、環境への負

荷を軽減することを目的とする。

２－５　Ｃ／Ｐ機関

鉱山振興局（ＤＥＦＯＭＩＮ）及び関係機関（鉱業協会：ＡＮＡＭＩＭＨ）

２－６　協力の体制と期間

（1）第一段階：中小・零細鉱業の実態把握：鉱床の評価、適切な選鉱方法の確立

主だった中小・零細鉱山に対し、地質、鉱床評価を行い、適切な採掘方法、及び環境に負

荷の少ない選鉱方法をコンサルティングする能力をＣ／Ｐに指導する。
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（2）第二段階：生産機材のリースと生産技術の指導

中小鉱山に適した選鉱機器等をＤＥＦＯＭＩＮ及びＡＮＡＭＩＭＨを通じ中小・零細鉱山

に貸与し、生産工場のための選鉱技術を、Ｃ／Ｐを通じ指導する。リース料は生産向上分の

中からプロダクションシェア方式にて徴収し、選鉱機器購入及び修理の基金としていく。

（3）期間

2001年～ 2005年

・2001年～ 2002年　試験室の立ち上げ、Ｃ／Ｐの研修、鉱山調査、最適選鉱技術の選択

・2003年～ 2005年　生産技術の指導、経営指導、Ｃ／Ｐの研修

２－７　専門家派遣・機材供与

（1）専門家派遣

・地質・鉱床評価・鉱業行政

・選鉱

・分析

（2）機材供与

探鉱機器：短尺ボーリング機器（掘進能力 100ｍ）

選鉱機材：破砕機、浮選機、篩、Falconコンセントレーター、Knelsonコンセントレーター

分析機器：金分析機器

２－８　指導事項

（1）鉱床評価：鉱床ポテンシャルの判断、鉱物鑑定、品位分析、鉱量計算方法、探鉱方針、稼

行年数計算

（2）採掘方法と保安：坑内掘、露天掘り

（3）環境を顧慮した選鉱方法：重力選鉱、比重選鉱、シアンリーチング、水銀の処理法

（4）分析：金の分析

（5）鉱業行政：鉱山保安、監督、鉱業振興策
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３．調査結果（アルゼンティン）

３－１　アルゼンティン有害廃棄物管理実験センター（仮称）調査項目、対処方針と調査結果

調査項目 在外事務所からの回答公電 調査結果

１ プロジェクトの背景
（1）国家計画等におけ

る対象セクターの
位置づけ

２ セクターの現状と
課題

（1）現状

（2）課題

（3）プロジェクト実
施後の想定され
る状況

1991年有害廃棄物の越境
移動とその管理に関する
バーゼル条約へ加盟し、中央
政府レベル、州政府レベルで
の法制度の整備を進めてい
る。

有害廃棄物に関する診断
及び管理能力の制約、制度の
欠如または無効力、役人の不
適切な教育、処理技術の不
足、中小企業における設備の
老朽化と意識の低さが問題
となっている。

天然資源・持続開発庁の傘
下にあるＩＮＡでは水質汚
濁については実績・ノウハウ
を十分有するが、有害廃棄物
については未熟であり、人材
育成を通じた機能強化が急
務となっている。

外務省２国間協力局にて環境分野は同国の援助受け入れ重点分野
の１つであることを確認した。同局はプロジェクト形成に対して
強い関心と期待を表明した。

同国での環境に関する法制度は、連邦政府が環境の保護に関する
最低基準を含む包括法を制定し、各州がこれに沿い、同じかより
厳しい制度を制定することとなっている。（憲法第41条）河川、地
下水、国道など州境を越える問題のみが連邦政府の管轄となる。
しかしながら連邦政府は包括法の制定に遅れており、調査時点で
は法律第24,051号「有害廃棄物法」がそれに最も近い法令となって
いる。市町村レベルにおいても十分な行政・技術体制を有する市
町村は極めて少ない。

上記法律第24,051号は廃棄物発生源の責任の原則として、国際的
に知られている“ゆりかごから墓場まで”方式により発生者責任を
問うものとしている。またバーゼル条約の別添資料３を基礎とし
て法律第24,051号は制定されており、それに基づき有害廃棄物を規
定している。
同国の公害発生源としての産業はグレートブエノス・アイレスに
集中している。（グレートブエノス・アイレスとはブエノス・アイ
レスを中心とした21の地方自治体を含む地域であり、3,880km2（全
国土の0.1％）の面積に全人口（約3,600万人）の１／３が居住し、全
工業生産の60％が産出される地域である）
グレートブエノス・アイレスの公害発生源としての産業は、化
学・石油化学工業、製鉄業、自動車産業、製薬業、製革業、製紙
業、メッキ業、食品産業などがある。
またグレートブエノス・アイレス内マタンサ・リアチュエロ河流
域には８ヘクタールにわたり固形廃棄物の不法投棄地があり、同
河川の汚染原因ともなっている。調査員は同地域をマタンサ・リ
アチュエロ河流域管理・環境マネジメント計画実施委員会（米州開
発銀行の融資受け入れ組織）のスタッフと視察した。

同国では有害または特殊廃棄物を適切に管理する規定は存在して
いるものの、その規定に対応する技術を用いるための組織的手段
が存在しない。その理由として、技術力の不足、時代遅れの生産
施設、中小生産設備の変化に対する規定の不備があげられる。
有害廃棄物政策における研究所・パイロットプラントの欠如によ
り公共及び民間セクターに対する技術的解決策を提供する能力が
不足している。

帰国後検討する。
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調査項目 在外事務所からの回答公電 調査結果

３ プロジェクトの内容
（1）プロジェクトの名

称

（2）関係機関

（3）実施機関

（4）ターゲットグルー
プ

（5）ターゲットエリア

（6）上位目標

（7）プロジェクト目標

（8）技術移転項目

（9）成果

（10）活動

（11）プロジェクト実施
機関

（12）プロジェクトサイ
ト

（13）投入
1） プロジェクト
（全体）に必要な
機材

a） 機材の構成

有害廃棄物管理実験セン
ター（仮称）

大統領府天然資源・持続的
開発庁

国立水・環境試験所（ＩＮＡ）

ＩＮＡのスタッフ

州・市町村及び有害廃棄物
による被害を受けている国
民

有害廃棄物の検定・処理・
処分技術の評価、実証、適用
及びアルゼンティン国内及
び南米諸国への移転を目的
とするレフェレンスとなり
得る実験プラントが整備さ
れる。

有害廃棄物の検定、処理、
処分に関する技術向上が図
られる。

エセイサ市（首都から
40km）

複合分析計、ガス・クロマ
トグラフ、分光光度計、ガス
分析装置、ガス・サンプリン
グ装置、クリーン・ベンチ、
パワー・ショベル、車輌他

帰国後検討する。

政権交代に伴う省庁改編によりインフラ・住宅省水資源副庁と
なった。

国立水・環境試験所（ＩＮＡ）及び同試験所内水・環境利用技術
センター（ＣＴＵＡＡ）

帰国後検討する。

同上

同上

同上

アルゼンティン側より技術移転項目を1）汚染現場の修復、2）ク
リーナープロダクション技術、3）廃棄物処理のための焼却技術（優
先順位順）としたい旨申し入れがあった。日本側より項目を絞り込
む必要がある旨伝え、日本側の得意な分野での協力を検討するこ
とで合意した。

帰国後検討する。

帰国語検討する。

帰国後検討する。

サイトを視察した。

申請予定機材リストを入手した。
またＣＴＵＡＡが既に所有している機材について資料を入手し
た。
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調査項目 在外事務所からの回答公電 調査結果

b） 維持管理体制

c） 機材コスト

d） 維持管理費用

e） 既存機材

2） 日本側の投入
a） 専門家派遣
a 長期（分野、
人数）

b 短期（分野、
人数）

b） 研修員受入
a 研修員受入

b コスト

3） アルゼンティン
側投入

a） 施設・土地等

b） 人員の配置

c） 予算

２億5,000万円

有害廃棄物の検定・分析、
汚染現場の修復、有害廃棄物
の処理・処分他
毒性の評価、焼却処理にお

ける排ガス測定、大気汚染物
質の分散モデル、地下水にお
ける汚染物質の移動モデル、
埋め立てのモニタリング他

（２か月×３人×Ｘ年）分
析技術、試験技術、処理・処
分技術

ＩＮＡ中央研究所におけ
る環境・水利用技術研究セン
ター（ＣＴＵＵＡ）の施設
（2,600m2）

Ｃ／Ｐ７名（全員大卒）

人件費及び４年間のラン
ニングコスト65万5,000ドル

帰国後検討する。

施設を視察した。
本部、会議室、受付及び付属機関180m2

管理部門130m2

図書室及びＣＡＲＩＳ事務室155m2

研究者及び研究アシスタント用事務室34室600m2

パイロットプラント棟及び付属機関710m2

研究室：一般分析室（10ｍ＿10ｍ）、
クロマトグラフィー、ＡＡ、ＩＣＰその他のための室、
水生生物学室、微生物学室、洗浄室、
薬品室、事務室その他580m2

種々のサービス、衛生設備その他210m2

利用可能総面積2,565m2

（廊下、階段等は含まれない。）
パイロットプラントでは、廃水及び泥の取扱いテストが行われて
おり、約550m2、高さ８ｍの広さがあり、設備の保管場所としても
利用可能である。２階には事務室がある。また、別館には広さ約
200m2の一般分析及び重金属用の補助実験室がある。この建物から
50ｍほど離れた所には、広さ約2,000m2の実験用の小さな湖をもつ
土地がある。

Ｃ／Ｐリストを入手した。

資料を入手した。
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調査項目 在外事務所からの回答公電 調査結果

４ プロジェクトの実施
体制

（1）プロジェクト実施
機関

1） 設立の経緯

（2）プロジェクト実施
体制

５ その他
（1）過去の類似案件

（2）他の協力とのかか
わり

（3）グローバル・イ
シュー

（4）Ｒ／Ｄの説明

（5）次の調査団の派遣
時期

（6）使用言語

（7）専門家の生活環境

天然資源・持続的開発庁
は、1992年にリオデジャネイ
ロにて開催された地球サ
ミットに先立ち、1991年に設
立された。公共事業省の傘下
で水に関する研究開発を
行っていたＩＮＡは、天然資
源・持続的開発庁に移管さ
れ、同庁唯一の技術機関とし
て機能しており、有害廃棄物
問題等も担当している。

ＩＮＡはインフラ・住宅水資源副庁傘下にて環境政策の推進に向
け水及び環境の利用、管理、保全分野における調査・研究・開発、
コンサルティングを活動内容とする同国唯一の独立環境研究機関
である。傘下の12のプログラム・プロジェクト本部の１つである
水・環境利用技術センター（ＣＴＵＡＡ）は水質及び環境汚染のモ
ニタリング、汚染現場の修復における調査研究及び公的、民間組
織への技術支援を行っている。

プロジェクト方式技術協力については理解度はかなり高い。今後
日本の得意な分野へ協力内容を絞り込んでいくに際し連絡をとり
ながら進めていきたい旨申し入れがあった。

・ブラジル産業廃棄物処理技術（実施中プロ技）
・マレイシア化学物質管理（実施中プロ技）
・マレイシア有毒化学物質評価分析・産業廃棄物処理
　（終了済みプロ技）

・マタンサ・リアチュエロ河流域環境管理プロジェクト
米州開発銀行とアルゼンティン政府による協調融資（総額５億米ド
ル）によるプロジェクト。グレートブエノス・アイレス内マタンサ・
リアチュエロ河流域における1）産業公害管理、2）水害管理及び排
水、3）固形廃棄物管理、4）都市再開発の４つのサブプログラムから
成る。この融資の受け入れ組織であるマタンサ・リアチュエロ河流
域管理・環境マネジメント計画実施委員会のDeputy Executive
DirectorをＣＴＵＡＡのセンター長が兼務している。

・有害廃棄物管理に関する研修・技術移転南米センター
　（CSCTT-BASEILEA）
バーゼル条約にもとづき加盟国の政府、産業界、コミュニティーの
有害廃棄物の管理能力の向上をめざしたCoordination Center（中南
米及びカリブ諸国管轄）がウルグアイに設立された。その傘下で南
米地区を管轄してる副地域センター（CSCTT-BASILEA）がＩＮＡに置
かれている。同センターでは域内国におけ有害廃棄物の管理技術の
移転、研修、ワークショップの開催等を行っている。

環境問題。

次回調査員にて説明する。

次回調査員派遣決定を2000年２月までに通知する旨伝えた。

英語一部可能

実施中プロジェクトを視察した。
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３－２　技術移転計画団員所見

（1）アルゼンティン有害廃棄物管理実験センター

本件協力については、今般調査により、ブエノス・アイレス周辺での廃棄物による水質汚

濁等環境破壊が進んでおり、早急な対策が必要とされているところ、現地での協力ニーズが

非常に高いことを確認した。

水・環境研究所については、水質分析等活動実績が豊富であり、現在、環境分野能力向上

（汚染現場修復、クリーンテクノロジー、大気汚染処理につき我が方協力を要請してきた）を

図ることをめざしている。他方、ＩＤＢプロジェクトを実施しており、既に高い技術・経験

を有している分野もあるところ、分野によっては非常に高度な技術レベルにあるといえる。

施設面及び機材面についても、積極的に整備がなされている。

ついては、水・環境研究所でのプロジェクト方式技術協力実施につき妥当であると判断で

きる。他方、先方の技術レベルの高いところ、要請内容に見合った技術移転を成し得る専門

家の派遣がプロジェクトの成否に深く影響するものと思料するところ、プロジェクトを実施

する際、派遣専門家の人選については慎重に検討する必要がある。

なお、外務省海外危険情報は発令されてはいないものの、万全を期するため、技術協力要

員を派遣する際、現地ＪＩＣＡ事務所等において、専門家に十分安全対策に係るブリーフィ

ングを実施することは安全確保上効果的である。

３－３　団長所感（アルゼンティン）

アルゼンティン側の実施機関である国立水・環境研究所（ＩＮＡ）は、帰国研修員とアルゼン

ティン事務所の働きかけもあり本調査員派遣にあわせてプロジェクト案を形成していた。調査員

派遣前の本邦での「本件が例年の要望調査にあがってないことからアルゼンティン政府内部での環

境案件の優先順位が低いのではないか」との懸念は、アルゼンティン外務省を訪問して確認したと

ころ単にタイミングが間に合わなかっただけであり、同国においても環境対策は政府の重点項目

であるとのコメントがあり、案件の採択を強く希望していた。

アルゼンティン側が考えていたプロジェクトの内容は、大きく３分野からなる。産業廃棄物を

含んだ不法投棄ごみ捨て場の環境修復のための技術、生産活動のためのクリーナープロダクショ

ン技術、廃棄物処理のための焼却技術などの処理技術、これら３分野についてＩＮＡが技術指導

できるようになるための技術移転を望んでいた。いずれの技術も現状で既に問題となっており、

民間、国、州、市町村レベルでＩＮＡは技術的助言を求められているが、ＩＮＡでは対応できず

に困っている状態であった。アルゼンティンでは、1993年に環境関連の法規が制定されているが、

法律施行のための技術的サポートがないため法律が実効していない状況となっている。以上のこ

とから環境対策協力の必要性が確認された。また、ＩＮＡにはバーゼル条約に基づいた有害廃棄
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物の管理能力向上のための南米地域のセンターが設置されており、南米地域の同分野における日

本の技術協力の拠点となり得る可能性も期待される（同センターからもプロジェクトの実施に際し

ては何らかの協力を求められた）。

なお、先方の３分野の優先順位は、前述の順であるが、日本側の協力できる範囲での対応で構

わないとのことであった。協力の内容が広範囲であることは先方も認識しており、今後、本件が

採択となった場合は、日本側と協議しつつ絞り込むことを了解した。

短い訪問期間であったが、実施機関であるＩＮＡは、人の配置状況、技術者の定着状況（帰国研

修員８名の内７名在職）、予算（42％が人件費）、オフィス・研究室（若干の改修が必要）いずれも

プロジェクトを実施可能なレベルに達している。

今後、本件を進めるとした場合は、日本国内の協力体制を考慮したうえで先に述べた３分野の

どの部分への協力をするのかの検討及び具体的なプロジェクトの成果をどこに置くのかの検討が

必要になる。



付　属　資　料

〈ホンデュラス関係〉

１．鉱業一般法

２．鉱業に関する一般法に対する内規プロジェクト

３．ホンデュラスの鉱業政策

４．ホンデュラス共和国鉱業政策（第４回鉱業環境セミナー資料）

５．鉱業振興局（ＤＥＦＯＭＩＮ）－プロジェクト調査資料－

６．鉱業振興局予算

７．鉱業振興局組織図

〈アルゼンティン関係〉

８．国立水資源・環境研究所（ＩＮＡ）の概略

９．国立水資源・環境研究所（ＩＮＡ）研究年報1999～2000年資料

10．危険廃棄物・特殊廃棄物に関する国内基準ならびに地方基準

11．危険廃棄物対策活動実験プラントプロジェクト予定要員

12．ＩＮＡ組織図（1999年12月）

13．水・環境利用技術センター（ＣＴＵＡＡ）組織図（1999年12月）

14．1998年度融資配分（千ペソ）
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